
意見案第５号 

２０２１年度北海道最低賃金改正と中小企業に対する支援の充実を求める意見書 

（原案可決）

 北海道最低賃金の引き上げは、ワーキングプア（働く貧困層）解消のための「セーフティネット」

の一つとして最も重要なものです。 

 道内で働く者の暮らしは依然として厳しく、特に、年収２００万円以下の所謂ワーキングプアと呼

ばれる労働者は、道内でも４８．９万人と、給与所得者の２９．６％に達しています。また、道内の

全労働者２１６万人（内パート労働者６４．７万人）の内、２３．５万人を超える方が最低賃金に張

り付いている実態にあります。 

労働基準法第２条では、「労働条件の決定は労使が対等な立場で行うもの」と定めていますが、現状

では最低賃金の影響を受けるこれら多くの非正規労働者は、労働条件決定にほとんど関与することが

できません。 

 経済財政運営と改革の基本方針２０２０において、「より早期に全国加重平均が１，０００円になる

ことを目指す」ことが堅持されました。北海道地方最低賃金審議会の答申書においても、全国平均１，

０００円に向けた目標設定合意を７年連続で表記しました。 

 最低賃金が上がらなければ、その近傍で働く多くの方の生活はより一層厳しいものとなり、新型コ

ロナウイルス感染症が収束した際の個人消費にも影響を与え、北海道経済の停滞を招くことにつなが

りかねません。 

 つきましては、北海道労働局及び北海道地方最低賃金審議会においては、令和３年度の北海道最低

賃金の改正に当たって、以下の措置を講ずるよう強く要望します。 

記 

１ 「より早期に全国加重平均が１，０００円になることを目指す」ことが堅持された「経済財政運

営と改革の基本方針（骨太方針）」を十分尊重し、経済の自律的成長の実現に向けて、最低賃金

を引き上げること。 

２ 中小企業に対する支援の充実と安定した経営を可能とする実効ある対策をはかるよう国に対し要

請すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出します。 

令和３年６月２８日

北海道恵庭市議会

北海道労働局長、北海道地方最低賃金審議会会長 宛各通



意見案第６号 

林業・木材産業の成長産業化に向けた施策の充実・強化を求める意見書 

（原案可決）

 本道の森林は全国の森林面積の約４分の１を占め、国土保全、地球温暖化防止、林産物の供給等の

多面的機能の発揮が期待されており、これらの機能を十分に発揮させるためには、「植えて育てて、伐

って使って、また植える」といった森林資源の循環利用を進める必要がある。 

 森林の整備を進め、木材を積極的に利用していくことは、山村地域を中心とする雇用・所得の拡大

による地方創生にも大きく貢献するものである。さらに、２０５０年までに温室効果ガスの排出量を

実質ゼロとする国の目標の達成に向けて、伐採後の着実な植林による森林の若返りや長期間炭素を固

定する木材利用の促進など、全国一の森林資源を有する北海道が森林吸収源対策を積極的に推進する

責務を担うことが必要である。 

 道では、森林の公益的機能の維持増進と森林資源の循環利用の実現に向け、森林整備事業及び治山

事業や林業成長産業化総合対策事業等を活用し、植林・間伐や路網の整備、山地災害の防止、木造公

共施設の整備、林業事業体の育成など、様々な取組を進めてきたところである。 

 本道の森林を将来の世代に引き継いでいくため、活力ある森林づくりや防災・減災対策をさらに進

め、森林資源の循環利用による林業・木材産業の成長産業化が実現できるよう、施策の充実・強化を

図ることが必要である。 

よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。 

記 

１ 森林の多面的機能を持続的に発揮し、２０５０年カーボンニュートラルの実現に貢献するため、

適切な間伐と伐採後の着実な再造林の推進に必要な森林整備事業予算や防災・減災対策の推進に必

要な治山事業予算を十分に確保すること。 

２ 森林資源の循環利用を通じて、林業・木材産業の成長産業化を実現するため、ＩＣＴ等の活用に

よる林業イノベーションの推進、生産・流通体制の強化、都市の木造化などによる道産木材の販路

拡大、森林づくりを担う人材の育成などに必要な支援を充実・強化すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出します。 

令和３年６月２８日

北海道恵庭市議会

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、復興大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、農林水産

大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環境大臣 宛各通



意見案第７号 

学校教育におけるデジタルトランスフォーメーションを適切に進めるための意見書 

（原案可決）

 現在、教育の現場では、「誰一人取り残すことのない公正に個別最適化され、創造性を育む学び」の

実現を目指す「ＧＩＧＡスクール構想」の一環で、児童生徒に一人一台の情報端末の貸与、並びに校

内の高速ネットワーク整備が進められております。 

また、これらのハード面の取り組みに加えて、児童生徒の「個別最適な学び」と「協働的な学び」

の充実や、「特別な配慮を必要とする児童生徒の学習上の困難の低減に資するもの」として、「デジタ

ル教科書」の導入も進められようとしています。 

 「ＧＩＧＡスクール構想」に対しては、ＩＣＴを活用したオンラインでの授業や宿題の配布、さら

にデジタル教科書やデジタルドリルの活用など、各人の状況に合わせた学習を推進することにより、

多様な学びの実現と教員の負担軽減などへの期待が高まっています。 

 一方で、すべての教員が情報端末を活用した一定レベルの授業を行うことができるように、個人情

報の取扱い及び管理も含めた教職員の資質の向上が求められます。また、デジタル教科書・教材は、

学校から貸与された端末を使い、学校のシステムに接続する必要があり、例えば、転校先でも復習や

学びが継続できる環境を整備しておくことも重要です。 

 さらに、デジタル教科書のみを使用した場合には、学習の基本能力である「読解力」の低下が危惧

されます。そこで、各自治体において、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代を生きる子どもたちに相応しい教

育を推進するため、学校教育にＩＣＴを浸透させ、さらなる教育の充実を図るためのデジタルトラン

スフォーメーション（以下、ＤＸ）の実現に向けて取り組んでいくべきです。そのために、以下の事

項について迅速に対応することを強く求めます。 

記 

１ 情報端末の利活用、個人情報の取扱いなど、教育ＤＸに対応する教職員研修のあり方について検

討を進めること。 

２ システムやソフトウェアの整備、情報端末や通信設備の修繕や定期更新など、教育ＤＸに関する

学校教育予算の充実・確保とそのあり方について検討を進めること。 

３ 様々な会社の情報端末とデジタル教科書と個人認証システムの互換性を確保するための、統一規

格について検討を進めること。 

４ よく聞き、よく読み、よく書くなどの生涯学び続けるための基本的な「学ぶスキル」を身に付け

る上で、紙面の活用と対面学習の併用を検討すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出します。 

令和３年６月２８日

北海道恵庭市議会

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣 宛各通



意見案第８号 

２０２２年度地方財政の充実・強化に関する意見書 

（原案可決）

 新型コロナウイルスにより、いま地方自治体には新たに多くの行政需要が発生しています。ワクチ

ン接種体制の構築、防疫体制の強化、「新しい生活様式」への変化を余儀なくされた市民の日常生活か

ら発生する問題など、あらゆる課題に即時の対応が求められています。それと同時に、医療・介護な

ど社会保障への対応、子育て支援策の充実、地域交通の維持・確保など、少子・高齢化の進展ととも

に、従来からの行政サービスに対する需要も、これまで以上に高まりつつあります。しかし、現実に

公的サービスを担う人材は不足しており、疲弊する職場実態にある中、近年多発している大規模災害、

またデジタル・ガバメント化への対応も迫られています。 

 こうした、地方の財源対応について、政府はいわゆる「骨太方針２０１８」に基づき、２０２１年

度の地方財政計画までは、２０１８年度の地方財政計画の水準を下回らないよう、実質的に同水準を

確保してきました。しかし、新型コロナウイルスへの対応により巨額の財政出動が行われるなか、２

０２２年度以降の地方財源が十分に確保できるのか、大きな不安が残されています。  

このため、２０２２年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、コロナ禍による新たな行政需

要なども把握しながら、歳入・歳出を的確に見積もり、地方財政の確立をめざすよう、政府に以下の

事項の実現を求めます。 

記 

１ 社会保障、防災、環境、地域交通、人口減少、デジタル化対策など、増大する地方自治体の財政

需要を的確に把握し、これらに柔軟に対応し得る地方一般財源総額の確保をはかること。 

２ 新型コロナウイルス対策として、ワクチン接種体制の構築、感染症対応業務を含めた、より全体

的な体制・機能の強化、その他の新型コロナウイルス対応事業、また地域経済の活性化まで踏まえ

た、確実な財政措置をはかること。 

３ 子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、生活困窮者自立支援など、急増する社会保障ニ

ーズへの対応と人材を確保するための社会保障関連予算の確保および地方財政措置を的確に行うこ

と。 

４ デジタル・ガバメント化における自治体業務システムの標準化については、自治体の実情を踏ま

えるとともに、目標時期の延長や一定のカスタマイズを可能とするなど、より柔軟に対応すること。

また、地域経済を活性化させるためにも、デジタルシステムの標準化による大手企業の寡占を防止

することや、地域でデジタル化に対応する人材育成をはかるなど、地域デジタル社会推進費の有効

活用も含めて対応すること。 

５ 会計年度任用職員制度における当該職員の処遇改善に向けて、本来の法の主旨に基づく所要額の

調査を行い、確実にその財源を確保すること。 



６ 森林環境譲与税の譲与基準については、地方団体と協議を行い、自治体への譲与額の見直しを行

うこと。 

７ 地域間の財源偏在性の是正のため、解決策の協議を行うこと。同時に、各種税制の廃止、減税を

検討する際には、自治体財政に与える影響を十分検証した上で、代替財源の確保をはじめ、財政運

営に支障が生じることがないよう対応をはかること。 

８ 地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、小規模自治体に配慮した段階補正の

強化など対策を講じること。 

９ 地方交付税の法定率を引き上げるなど、引き続き、臨時財政対策債に頼らない地方財政の確立に

取り組むこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出します。 

令和３年６月２８日

北海道恵庭市議会

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣府特命担当大臣（地方創生）、内閣府特命担当大臣（経

済財政政策）、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣 宛各通



意見案第９号 

義務教育費国庫負担制度負担率１／２への復元、教育予算拡充に向けた意見書 

（原案可決）

 義務教育費国庫負担制度は、地方自治体の財政状況に左右されずに教職員を安定的に確保するため

に、教職員の給与の一部を国が負担する制度です。この制度における国の負担率が２００６年に１／

２から１／３に変更されました。教育の機会均等を確保するためにも、国の責任において義務教育費

国庫負担制度を堅持し、国の負担率を１／２へと復元することが重要です。 

また、子どもたちへのきめ細やかな教育を実現するためには、教職員定数を抜本的に改善すること

による少人数学級の実現と教職員の超勤・多忙化解消は不可欠です。「公立義務教育諸学校の学級編成

及び教職員定数の標準に関する法律の一部を改正する法律」が成立し、小学校において段階的に３５

人以下学級が実現することとなりました。しかし、中学・高校については「検討」にとどまっていま

す。また、実現のための教員については、これまで加配として各自治体に措置されていた人数を基礎

定数化するもので、実質的な教職員増とはなっていません。早急に「３０人以下学級」を実現し、実

質的な教職員増としていくことは必要です。 

２１年３月に文科省が発表した「就学援助実施状況調査」では、要保護・準要保護率は、全国で１

４．７１％（７人に１人）、北海道においては全国で８番目に高い１９．１０％（５人に１人）となっ

ており、依然厳しい実態にあります。また、教育現場では、給食費、修学旅行費などの私費負担が減

少せず、地方交付税措置されている教材費や図書費についても自治体によってその措置に格差が生じ

ています。 

 こうしたことから、国においては、義務教育費無償、義務教育費国庫負担制度の堅持、当面負担率

１／２への復元、早急に実効性のある教職員の超勤・多忙化解消の実現など、教育予算の確保・拡充、

就学保障の充実をはかるよう要請します。 

記 

１ 国の責務である教育の機会均等・水準の最低保障を担保するため、義務教育費を無償とするよう、

また、義務教育費国庫負担制度の堅持、当面、義務教育国庫負担金の負担率を１／２に復元するこ

と。 

２ 「３０人以下学級」の早期実現にむけて、小学校１年生～中学校３年生の学級編成標準を順次改

定すること。 

３ 給食費、修学旅行費、教材費など保護者負担の軽減に向け、教育予算の拡充を行うこと。 

４ 就学援助制度・奨学金制度の更なる拡大、高校授業料無償化など、就学保障の充実に向け、国の

責任において予算の十分な確保、拡充を図ること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出します。 

令和３年６月２８日

北海道恵庭市議会

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣府特命担当大臣（地方創生）、総務大臣、財務大臣、

文部科学大臣 宛各通


